
～改正温泉法が平成19 年4 月25 日に公布され、10 月20 日に施行されました～


◎　温泉成分の定期的な分析や新たな項目の公表が義務付けられました

○　温泉成分の定期的な分析（10 年ごと）が義務付けられ
ました。
○　その結果により温泉利用施設の成分の掲示内容を更新
する義務が生じました。

○　温泉成分や禁忌症などのほか、温泉利用の上で必要な
情報が、温泉利用施設における温泉情報の掲示項目として
追加されました。（環境省令で定める情報）
◎　温泉の掘削、利用等の許可に係る制度の見直しが行われました

＜きめ細かな許可の運用を可能にします＞
○　掘削、ポンプ設置、浴用・飲用としての利用等の許可
について、条件を付与して、条件違反の際には許可が
取り消されることとなります。
＜再度の許可を受ける必要がなくなりました＞
○　許可を受けて掘削、浴用・飲用利用等の相続・合併に
際して、より簡略な承認の手続きでその地位を承継できる
こととなりました。
温泉法が改正されました





近年、表示なく温泉に入浴剤を添加した事例など温泉に対する国民の不信を招くような出来事が生じたこともあり、多様な情報を求める利用者のニーズが高まってきました。→　温泉成分の定期的な分析・公表等


また、温泉利用の拡大に伴って自噴ゆう出量の減少など温泉資源の減少のおそれが懸念されています。→科学的根拠に基づくきめ細かな温泉資源保護対策このため、今回、法改正が行われました。
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